
港湾の大規模地震対策

政策の効果等

①被災地域への緊急物資等の円滑な輸送の確保
大規模地震発生時に緊急物資等の輸送機能の確保や地域経済機能を維持するため 耐震強化岸壁の整備

評価対象政策

大規模地震発生時に緊急物資等の輸送機能の確保や地域経済機能を維持するため、耐震強化岸壁の整備、
緊急物資の荷捌き・一時保管を行う緑地等オープンスペースの確保、臨港道路の橋梁・高架部の耐震強化を推
進する。
②広域かつ甚大な被害への対応
広域かつ甚大な被害をもたらす大規模地震発生時に、緊急物資輸送の中継拠点や自衛隊等のベースキャンプ

として機能する基幹的広域防災拠点を首都圏及び近畿圏に整備するとともに、国による緊急物資輸送活動の支
援や応急復旧活動が円滑に実施できるよう、訓練等の実施等により運用体制を強化する。
③基幹的な国際海上コンテナ輸送等の確保
大規模地震発生時に我が国の産業や経済活動への影響を最小限に抑えるため 物流拠点として 定の輸送

評価結果（例）

大規模地震発生時に我が国の産業や経済活動への影響を最小限に抑えるため、物流拠点として一定の輸送
機能を確保できるよう、国際海上コンテナターミナル等の耐震化を推進する。
④大規模津波に対する防護
大規模地震発生に伴う沿岸域への津波の来襲に備えて、津波防波堤等（海岸保全施設）の整備や既存施設の

耐震化により、背後地の産業活動および人命・財産に対する防護能力の向上を図る。また、津波ハザードマップ
の普及や避難訓練等の減災策の実施により、背後地住民の人命の防護を図る。

評価結果（例）

耐震強化岸壁の整備は進捗しつつあるが、全国整備
率は６５％であり、未だ道半ばである。

民間事業者、国の関係機関等と訓練を行い、個々の作業に
ついて、関係機関の役割や作業手順を確認してきた。

川崎港東扇島地区基幹的広域防災拠点での訓練実施状況

訓練日 参加人数／機関数 訓練概要

Ｈ２０年８月５日 １２名／２機関 非常参集、施設点検

Ｈ２０年８月２６日 約１００名／７機関 緊急物資輸送活動に関係する国の機関等の非常参集
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Ｈ２０年１１月５日 約１４０名／２機関 防災拠点の応急復旧

Ｈ２１年３月１７日 約１００名／５機関 船舶による緊急物資搬入、防災拠点での荷捌き

Ｈ２１年８月１８日 約７０名／７機関 ヘリコプターによる緊急物資輸送

Ｈ２２年２月２５日、
２６日

約１５０名／２０機
関

応急復旧から緊急物資輸送までの一連の流れを通し
た総合防災訓練

Ｈ２２年８月２０日 約１００名／６機関 海上及び陸上の障害物撤去、帰宅困難者の避難誘導

H２３年１月１９日 約100名／2機関 防災拠点の応急復旧
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図 耐震強化岸壁の整備状況
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想定津波高より高い海岸堤防等の割合は約６０％であり、
依然として対策が必要な地域がある。

耐震化を進めることとしていた国際海上コンテナターミナル
４３バースのうち、耐震強化されているものは１７バース。
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国際海上コンテナターミナルにおける
耐震強化岸壁の整備状況

耐震強化岸壁
整備中
１３バース



● 建設事業者等との応急復旧等に係る協
定が未締結、協定締結先との訓練が未実

主な課題 今後の対応方針

● 国として、応急復旧等に係るガイドライン
を策定し、協定の締結や訓練の実施を港湾
管理者に働きかけていく。

①被災地域への緊急物資等の円滑な輸
送の確保

定 締結、協定締結先 訓練 実
施の港湾管理者がいる。

● 耐震強化岸壁の全国整備率は目標に
達していない。

● 耐震強化岸壁の背後に緑地等オープン
スペースの必要面積の確保が必要。

● 東日本大震災での耐震強化岸壁の効果
を検証し、全国の配置計画を検討する。

● オープンスペース確保のため、岸壁周辺
の民間用地所有者等と発災時の利用協定を
締結するよう港湾管理者に働きかけていく。

● これまでの基幹的広域防災拠点におけ
る訓練では、緊急物資の取扱能力等定量
的な検証ができていない。また、訓練に参
加した機関が少なかった。

● 今後の訓練では、緊急物資の取扱能力
等の定量的な検証を実施するとともに、より
多くの機関の参加を得て、物資の供給可能
範囲の広域化を図る。

②広域かつ甚大な被害への対応

機関 少 。

● 首都圏、近畿圏以外の地域においても、
広域かつ甚大な被害をもたらす大規模地
震の発生が想定される地域がある。

範囲 広域 を 。

● 中部圏において、名古屋港周辺地域にお
ける基幹的広域防災拠点の整備の具体化を
関係機関と協働で行っていく。

③基幹的な国際海上コンテナ輸送等の
確保

●コンテナクレーンを供用しながら耐震・

免震化することが困難なこと、港湾管理者
等の財政上の制約等から耐震強化岸壁や
コンテナクレーン等の耐震化・免震化が進
捗しない。

● 長距離フェリ タ ミナル 定期ＲＯＲＯ

● 全国の国際海上コンテナターミナル・フェ
リーターミナル・ROROターミナルの耐震化に

係る方針を定め、整備を計画的に進める。

● 国際戦略港湾については、重点投資によ
り早急に耐震強化岸壁等の整備を図る。

④大規模津波に対する防護

● 長距離フェリーターミナル、定期ＲＯＲＯ
ターミナルの耐震化において幹線物流確
保の観点を踏まえた整備目標を設定して
いない。このため、計画的に耐震化が進ん
でいない。

● コンテナクレーンの耐震化を促進するた
めの財政上の方策等を検討する。

●地方整備局 地方自治体や民間団体な
● 海岸堤防の耐震化等のハード対策と津
波ハザードマップ等のソフト対策ともに順調
に進んでいるところであるが、依然として全
国でハード・ソフト両方の対策が必要な地
域が存在している。

●地方整備局、地方自治体や民間団体な

どが参画する協議会において、施設の耐
震性の向上、避難対策の強化、漂流物対
策等のソフト・ハードを組み合わせた総合
的な津波対策などの検討を行い、地震・津
波対策基本方針を策定する。


